
パブリックコメントの実施結果について
「長沼町過疎地域持続的発展市町村計画（案）」に対するご意見の概要と町の考え方（回答）について

【パブリックコメントの実施概要】
　１　意見募集期間 ： 令和７年１２月３０日（火曜日）～令和８年１月１３日（火曜日）
　２　閲覧方法 　　： 長沼町ホームページ及び長沼町役場 政策推進課 企画政策係
　３　提出方法　　 ： 任意の様式（または本町指定の別紙様式）に、ご意見、住所、氏名、電話番号を記入のうえ、持参、郵送、ファックスまたは電子メール
　　　　　　　　　　  のいずれかの方法

【ご意見の概要と町の考え方】
ご意見の件数 ： ８件（３名）

No． ご意見内容 該当箇所 町の考え（回答）

1
　表１－１（１）人口の推移及び表４－１高齢者人口等の数
値に計算誤りがある。

（参考）P3，P51
「1 基本的な事項、表1ｰ1(1)人口の
推移（国勢調査）」
「7 子育て環境の確保、高齢者等の
保健及び福祉の向上及び増進、表4ｰ
1高齢者人口等の推移」

ご指摘のとおりです。該当箇所の訂正を行いました。
【表１－１（１）】
平成17年　15～64歳 増減率
　　　　　15～64歳(うち15～29歳(a)） 増減率
平成27年　15～64歳(うち15～29歳(a)） 増減率
令和2年　  高齢者比率
【表４－１】
令和2年　  高齢者比率

2

まちづくり基本条例の策定提案について
　行政・議会・町民が互いの役割と責任、情報共有のルール
を明確にするため、「長沼町まちづくり基本条例（仮称）」
の策定に向けた検討を開始すること。策定プロセスで「対話」
を制度化し、住民参加の土台となる共通言語（条例）を、多
様な市民の意見を織り込みながら作り上げるべきです。

「まちづくり基本条例」の策定については、理念の共有とい
う点で一定の意義がある一方、既存制度との関係、実効性、
行政運営への影響、コストなどを総合的に整理した上で、そ
の必要性や内容を慎重に検討することが重要です。
　地域の実情に応じて柔軟に対応できる余地を残すことも大
切であり、条例の有無に関わらず、行政・住民・事業者の信
頼関係や日常的な対話によって、協働の取り組みは進めるこ
とができると考えます。



No． ご意見内容 該当箇所 町の考え（回答）

3

パブリックコメントの運用改善（形骸化の防止）
・全世代が理解できるよう、要点をまとめた「概要版」や
「キッズ版」の資料を併せて提示すること。
・意見に対し一律の回答（「検討します」等）ではなく、不
　採用の理由や計画への反映箇所を詳細に公開すること。ま
　た、募集前の説明会など、事前の対話の場を設けること。
・QRコードによるフォーム入力、様式不問（メール本文
　可）など、利便性を高める工夫を行うこと。
・各種計画の策定や意見募集のタイミングを事前に把握でき
　るような周知が必要。

　本件は限られた期間内で計画策定を行う必要があったこと
から、関係部署との調整を中心に進め、迅速に北海道との協
議を進めることが条件であるため作成いたしませんでした。
　しかし、資料の分かりやすさについては、ご指摘を真摯に
受け止め、本計画案の「概要版」を令和８年１月８日に新た
に作成・公開いたしました。　
　また、意見提出の方法につきましても、住所等の情報を記
載いただきメール文でも受理をさせていただいております
が、利便性向上のため、QRコード等を用いたオンライン
フォームの導入など、より幅広い世代が参加しやすい環境整
備に努めてまいります。

4

デマンドバスの運用と新たな移動手段の導入について
 将来的な人口減少と財政負担増を見据え、現行のデマンドバ
ス維持に留まらない、抜本的な転換を求める。
①運転手不足や財政負担増に対応するため、「日本版ライド
　シェア」や「自家用車有償運送」など、新たな移動手段の
　導入を検討すること。
②本計画と連動し、データに基づく「地域公共交通計画」を
　早期に策定・見直しすること。その際、現在の稼働率やコ
　ストパフォーマンスだけでなく、住民の潜在的な移動ニー
　ズを把握するための調査を先行して実施すること。
③ライドシェア等の新技術や官民連携を取り入れ、行政負担
　の軽減と利便性向上を両立させる施策を重点項目として位
　置づけること。

（参考）P36～38
「5 交通施設の整備、交通手段の確
保（バス及び交通体系の整備につい
て」

　ご提案の「日本版ライドシェア」等については、移動手段
の多様化という利点が指摘される一方、有償運送に求められ
る安全確保や事故時の責任体制を十分に担保することが難し
いという課題があります。現行のタクシー制度は、運転者管
理や車両整備、補償体制が制度的に整えられており、無制限
なライドシェアの導入は、こうした安全水準の低下や責任の
所在の不明確化を招くおそれがあります。
　また、地域交通は採算性だけで成り立つものではなく、既
存事業への影響によって交通の持続性が損なわれる懸念もあ
るため、慎重に検討するべきではありますが、ご指摘いただ
いた住民ニーズの把握や国のとりまとめ等に注視しつつ、持
続可能な交通体系の構築を進めてまいります。



No． ご意見内容 該当箇所 町の考え（回答）

7

　住民の足となるバスの運用については、「MaaS（マー
ス）」や「自動運転」の導入を具体的に検討するなど、従来
の方法からの脱却も実現させてほしい。財政的に難しいので
あれば、せめて現在の委託先任せのアナログ状態は解消して
欲しい。

（参考）P37
「5 交通施設の整備、交通手段の確
保（バスについて）」

　本計画は、今後５年間の実効性のある計画を策定しており
ます。今後、ICTやDXなど情報技術導入について、既に導入
している自治体の状況を参考にしながら、地域の足の確保に
努めます。
　なお、デマンドバスを利用される方の年齢層は幅広いた
め、これまでの電話での予約は需要があるものと考えます。

8

　1月8日に更新された概要版は、項目のみで、わかりにく
く、概要版だけでは、パブリックコメントを書くことは難しい
と感じる。
　令和7 年度までの計画と比較して今回重点となる部分を抽出
するなど、申請のための計画の概要版ではなく、町民にわか
りやすく説明するための概要版であって欲しい。

（参考）
長沼町過疎地域持続的発展市町村計
画【概要版】

　事業全体を簡潔に示したものでありますが、今後の参考と
させていただきます。

5

　誘致のメインとなる業種が、従来の観光・食品製造業に加
え、半導体関連や物流業の立地を推進する方針が強化されて
いる。この中で、町が一番重視しているのはどの産業になる
のか、ターゲットをもう少し定めた方が良いように感じる。緑
豊かな田園文化都市であるための、企業誘致であってほし
い。

（参考）P12，P24～25
「1 基本的な事項 及び 3 産業の振
興（工業及び雇用について）」

　企業誘致は多くの業種に伴うものであり、ターゲットを定
めずに広く募集することが効果的と考えます。その中で、ご
提案いただいた産業種に応じた誘致場所など、住民の理解を
得られるように進めることが重要と考えますので、今後の進
め方の参考とさせていただきます。

6

　アウトドア活動などをはじめとした「アドベンチャートラ
ベル」の振興やグリーンツーリズムは長沼町の観光振興には
不可欠なものと思うが、実際に進めていくため年次ごとの詳
細な計画を別途作成し、町民にも周知理解してもらい、民間
主導でできる部分を採用するなどの工夫をし、より実効性の
あるものにしてほしい。

（参考）P25，30
「3 産業の振興（観光又はレクレー
ションについて）」

　長沼町過疎地域持続的発展市町村計画の中で補助事業や交
付金を活用して実施する事業については、事業上年次計画を
定めることになりますので、地域住民や民間企業の意見等を
参考にしながら実効性のあるものにしていきます。


